
（平成２７年３月１８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件



関東（埼玉）厚生年金 事案 8987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①は 26 万 8,000 円、申立期

間②は 34 万 1,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 26 日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支払われた賞与の記録が無い。調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の元給与・社会保険事務担当者から提出され

た「2003 夏支給控除（以下「夏支給控除一覧」という。）及び複数の従

業員が保管する申立期間①に係る「2003 年夏季賞与明細書」から判断す

ると、申立人は、申立期間①に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間①の標準賞与額については、夏支給控除一覧において確

認できる厚生年金保険料控除額から、26 万 8,000 円とすることが妥当で

ある。 

申立期間②について、上記元給与・社会保険事務担当者から提出された

「2003(1)．12．26．冬季賞与支給控除一覧」（以下「冬支給控除一覧)と

いう。）及び複数の従業員が保管する申立期間②に係る「2003 年冬季賞

与明細書」から判断すると、申立人に対する平成 15 年冬季賞与は 34 万

1,600 円であり、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から



控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間②に係る賞与については、複数の従業員の口座情報によ

ると、Ａ社が破産宣告を受けた後の平成 17 年９月９日に、破産管財人か

ら当該賞与の厚生年金保険料を控除した後の金額と一致する金額が振り込

まれていることから、当時未払となっていたことが確認できる。 

また、破産管財人は、申立人から提出された「配当金の振込先届出書」

に記載された金融機関に配当金を振り込んだと回答しているところ、当該

届出書により、申立人が記載した配当金の振込先が確認できる。 

これらのことから判断すると、申立人の当該賞与については、申立期間

②に支給されるものであったことが認められ、申立期間②の標準賞与額に

ついては、冬支給控除一覧において確認できる厚生年金保険料控除額から、

34 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立期間①及び②の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、Ａ社は既に解散している上、

当時の事業主は社会保険に係る関連資料は所有していないと回答しており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（長野）厚生年金 事案 8988（関東（長野）厚生年金事案 8530 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係るＡ共済組合の標準報酬月額については、申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報

酬月額を 22 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月１日から同年 10 月１日まで 

Ｂ社に在籍していた期間の厚生年金保険の記録が無いため、第三者委

員会に申し立てた結果、記録の訂正が行われた。しかし、今回、申立期

間の給与支給明細書が出てきたので確認したところ、一部期間の金額と

相違があるので、改めて厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当初の申立てにおいて、申立人から提出されたＢ社に係る任意継続組合

員資格取得申出書及び健康保険の受診券並びにＣ企業年金基金の回答から

判断すると、申立人は申立期間においてＡ共済組合の組合員であったこと

が認められることから、Ａ共済組合の資格取得日に係る記録を昭和 50 年

10 月１日、資格喪失日に係る記録を 61 年 12 月 27 日、標準報酬月額につ

いては、50 年 10 月から 61 年３月までは 17 万 6,376 円、同年４月から同

年９月までは 17 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 26 万円とすることが必

要であるとして、平成 26 年７月２日付けで、既に当委員会の決定に基づ

き年金記録を訂正する旨の通知が行われている。 

今回、申立人は、昭和 60 年６月及び 61 年４月から同年９月までの期間

の給与支給明細書を提出し、申立期間を同年４月１日から同年 10 月１日

までの期間に変更し、再度の申立てを行っているところ、当該給与支給明

細書により、共済組合掛金の控除が認められる。 



また、給与支給明細書により、昭和 60 年６月は標準報酬月額 22 万円に

見合う報酬月額が支給され、61 年４月から同年９月までは標準報酬月額

22 万円に相当する共済組合掛金が控除されていることが確認できるとこ

ろ、Ｃ企業年金基金は、当該給与支給明細書の共済組合掛金について、国

家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 105

号）附則第８条に基づき計算すると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、

22 万円であると回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間の標準報酬月額については、国

家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 105

号）附則第８条、給与支給明細書及び当該給与支給明細書に関するＣ企業

年金基金の回答から、22 万円に訂正することが必要である。 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40 年２月 20 日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月 20 日から同年３月 20 日まで 

Ａ社には、昭和 36 年３月から 40 年 12 月まで勤務したが、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者記録が無い。申立期間及びその前後の期間

においても継続して勤務していたはずなので、申立期間を厚生年金保険

被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、事業主の回答、事業主から提出された申立人

に係る年金台帳の記載内容及び複数の同僚の回答により、申立人は、Ａ社

に継続して勤務し（昭和 40 年２月 20 日に同社本社から同社Ｃ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

したがって、Ａ社Ｃ支店に係る厚生年金保険の被保険者資格取得日を昭

和 40 年３月 20 日から同年２月 20 日に訂正し、申立期間に係る標準報酬

月額については、申立人の同支店に係る事業所別被保険者名簿における同

年３月の記録から、１万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主から提



出された申立人のＡ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得確認通知書における資格取得日が昭和 40 年３月 20 日となっていること

から、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る同年２月の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8993 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 53 年 10 月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万

6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年９月 30 日から同年 10 月２日まで 

   国（厚生労働省）の記録によれば、Ａ社における厚生年金保険被保険

者資格喪失日が昭和 53 年９月 30 日と記録されているが、同年 10 月２日

に関連会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）に異動しただけであり、申立期

間についても継続してＡ社に勤務していた。第三者委員会で調査の上、

当該記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の記録及び同僚から提出された給与明細書から判断すると、申

立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められる。 

 なお、異動日については、申立人と同時期にＡ社からＢ社に異動した同

僚が、昭和 53 年 10 月２日に異動した旨供述していることから、同日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

53 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、12 万 6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、元事業主は既に亡くなっている上、Ｃ社も不明とし



ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（群馬）厚生年金 事案 8994 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を申

立期間①及び②は２万 9,000 円、申立期間③は７万 1,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 25 日 

           ② 平成 16 年２月 25 日 

           ③ 平成 16 年８月 25 日 

年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、Ａ社の代表清算人から提出された資料により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準賞与額については、上記資料において確認でき

る賞与額及び保険料控除額から、７万 1,000 円とすることが妥当である。 

申立期間①及び②について、上記資料には、申立期間①から③までに申

立人に支給された賞与から控除されたと考えられる社会保険料額の合計金

額が記載されている。 

また、申立人は、申立期間①及び②におおむね同額の賞与が支給された

としているところ、上記資料で確認できる社会保険料額の合計金額及び申

立期間③の保険料控除額を基に算出した賞与額は、申立人が申述している

賞与額とおおむね一致している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②にＡ社から

賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたと認められる。 

また、申立期間①及び②の標準賞与額については、上記資料及び申立人

の申述により算出した賞与額から、２万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①から③までの申立人に係る保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は不明と回答しており、これを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立期間①から③までの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8995 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を申

立期間①及び②は３万 5,000 円、申立期間③は２万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 25 日 

          ② 平成 16 年２月 25 日 

          ③ 平成 16 年８月 25 日 

年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、Ａ社の代表清算人から提出された資料により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準賞与額については、上記資料において確認でき

る賞与額及び保険料控除額から、２万円とすることが妥当である。 

申立期間①及び②について、上記資料には、申立期間①から③までに申

立人に支給された賞与から控除されたと考えられる社会保険料額の合計金

額が記載されている。 

また、申立人は、申立期間①及び②におおむね同額の賞与が支給された

としているところ、上記資料で確認できる社会保険料額の合計金額及び申

立期間③の保険料控除額を基に算出した賞与額は、申立人が申述している

賞与額とおおむね一致している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②にＡ社から

賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたと認められる。 

また、申立期間①及び②の標準賞与額については、上記資料及び申立人

の申述により算出した賞与額から、３万 5,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①から③までの申立人に係る保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は不明と回答しており、これを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立期間①から③までの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



関東（新潟）厚生年金 事案 8989 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 62 年７月 31 日から同年８月１日まで 

Ａ社とＢ社（現在は、Ｃ社）に勤務した期間のうち、申立期間が厚生

年金保険の被保険者期間となっていない。継続して勤務していた上、給

与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたと思うので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立期間当時にＡ社とＢ社の代表取締役を兼

任していた元代表取締役及び複数の元同僚の回答により、申立人は、申立

期間においてＡ社に勤務していたと認められる。 

しかしながら、申立期間に係る厚生年金保険料が申立人の給与から事業

主により控除されたことが分かる給与明細書等の関連資料は見当たらない。

また、申立人と同様に、Ａ社で昭和 62 年７月 31 日に厚生年金保険の被

保険者資格を喪失し、Ｂ社で同年８月１日に被保険者資格を取得している

者が 14 人いることがオンライン記録で確認できるが、当該元同僚の一人

から提出された同年７月から同年 10 月までの給料明細によると、同年８

月分の給料明細においては厚生年金保険料が控除されていないことが確認

できる上、申立期間当時の厚生年金保険料控除方法について、上記の元代

表取締役は翌月控除だったと回答していることから、申立期間に係る厚生

年金保険料は事業主により給与から控除されていないと考えられる。 

なお、上記の元同僚について、申立人は、自身と同じ仕事に従事し、同

じ給与形態だったと思うので、申立期間に係る厚生年金保険料控除状況に

ついても同じだと思うと陳述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

 



認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



関東（新潟）厚生年金 事案 8990 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者となることができ

ない事業主であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月１日から 61 年６月 25 日まで 

申立期間は、Ａ社又はＢ社において厚生年金保険の被保険者となって

いるが、同時に、Ｃ事業所においても厚生年金保険に加入し、標準報酬

月額の上限に係る保険料を納付していたので、当該記録が抜け落ちてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、「Ｃ事業所 Ｄ（氏名）」は、昭和 46 年６

月 10 日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できる。 

ところで、厚生年金保険法第９条によると、厚生年金保険の被保険者は

適用事業所に使用される者と規定されているが、個人事業の事業主はこれ

に該当せず、制度上、厚生年金保険の被保険者資格を取得することができ

ないとされている。 

一方、閉鎖登記簿謄本によりＣ社は昭和 61 年６月 25 日に成立したこと

が確認できる上、雇用保険の記録により「Ｃ社」は同日に「Ｃ事業所 

Ｄ」から名称変更されたことが確認できることから、申立期間はＣ社の成

立前であり、申立人が個人事業である「Ｃ事業所」の事業主であった期間

だと認められる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者となることができな

い事業主であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めるこ

とはできない。 



関東（群馬）厚生年金 事案 8991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年４月１日から 58 年３月１日まで 

           ② 昭和 60 年３月１日から 63 年１月１日まで 

Ａ社を退職後、昭和 51 年４月から 62 年 12 月までＢ社Ｃ事業所に勤

務していたが、申立期間①及び②に係る厚生年金保険被保険者記録が無

いので、両申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している同社社報によると、申立人は、昭和 51 年４月１日

に同社Ｃ事業所に社員として入社し 57 年３月 31 日に定年を理由に退社、

58 年４月１日に嘱託社員として同事業所に再雇用され 59 年３月 31 日に

退社となっており、同社は当該社報以外に人事記録等の関連資料は保管し

ておらず、申立期間①及び②に係る申立人の勤務実態は不明としている。 

また、Ｂ社に係る申立人の雇用保険の加入記録は、上記社報の記載内容

と一致している上、雇用保険受給資格者証により申立期間①のうち、昭和

57 年４月 13 日から 58 年２月 14 日までの期間において申立人は雇用保険

の基本手当を受給していたことが確認できることから、申立人は当該期間

において同社に勤務していなかったと考えられる。 

さらに、申立人と同時期にＢ社Ｃ事業所に社員として入社し、申立期間

①及び②に同事業所に勤務していた同僚は、申立人は両申立期間において

勤務していなかったと回答している。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が両申立期間に係る厚生



年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与

明細書等の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 

 




